
令和５年度･事業報告 
 

全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会 

 

１．研修活動 

（１）各都道府県単位の組織強化と研修活動の普及充実のため、各県に対し組織強化費を補助するとと

もに、各ＰＴＡ団体の要請に協力した。 

（２）9地区会に地区活動費を補助した。各地区会では、地域が実施する研修会や地域での諸問題につ

いて熱心な話し合いが行われ成果をあげた。 

（３）令和5年6月14日（水）、東京・ホテルグランドヒル市ヶ谷、令和6年1月17日（水）、オンライン・

Zoom会議においてＰＴＡ常任委員会を開催した。また、令和5年7月25日（火）、東京・アルカディ

ア市ヶ谷において令和5年度委員総会を開催した。適宜、ＰＴＡ常任委員会を開催し、本ＰＴＡ連

合会の事業内容について協議した。 

 

２．政府・国会に対する運動 

（１）全日私幼連と連携して常時活動すると共に、政府国会に対して陳情を行った。 

（２）子ども・子育て支援新制度及び幼児教育振興法に対して、幼児教育の充実を訴えるとともに全日

私幼連と連携して陳情活動を行った。 

（３）国の会議等において、全日本私立幼稚園連合会と連携し、国に対して物価高騰対策等の要望を行

うとともに、以下のとおり改善の要望を行った。 

  ≪要望事項≫ 

   （私学助成園） 

① 経常費補助金 

② 特別補助 

③ 教育支援体制整備補助 

④ 施設整備補助 

（新制度園） 

① 4.5歳児の配置基準の改善 

② 処遇改善（人件費、加算の一本化に対する懸念） 

③ 公定価格の見直し、こども誰でも通園制度（仮称） 

④ 不適切保育の対応 

⑤ 教育・保育の無償化および預かり保育の無償化金額の見直し 

⑥ 小規模保育事業の年齢範囲を拡大への懸念 

⑦ 保育所等における継続的な経営情報の見える化（会計基準の違いに基づく分析・公表、こ

こdeサーチの普及） 



⑧ 新子育て安心プラン後の体制整備（実態に合わせた待機児童解消に対する意見） 

 

３．広報活動 

（１）私幼時報に活動状況を適時掲載するとともに、保護者が安心して取り組める子育て情報の提供と

して『生活の中の子どもの権利』の改訂版を作成しており、令和6年度中に配布予定。 

 

 

４．ＰＴＡ全国大会 

（１）令和6年2月5日（月）、東京・アルカディア市ヶ谷で開催した第37回の全国大会には、全国各地か

ら保護者や幼稚園関係者の代表者約300人が参加。大会に先駆けて、午前の部では、初めての試み

として各地域におけるＰＴＡ団体ごとに、幼児教育議員連盟所属の国会議員との懇談会を実施した。

ＰＴＡ連合会としての政策要望や保護者目線での意見をお伝えする機会を持ち、全国単位の課題と

地域ごとの課題をそれぞれの国会議員の先生方と共有し「未来の幼児教育を考える機会」となり、

国会議員は80人が出席（代理含む）、保護者や幼稚園関係者は、134人が出席し、『保護者目線での

地域の現状説明や課題の要望』を行うことができた。続く本大会では、遠藤利明全日私幼Ｐ連副会

長（衆議院議員）の開式の辞の後、月本喜久全日私幼Ｐ連会長からあいさつを行った。当日は、あ

べ俊子文部科学副大臣、中曽根弘文幼児教育議員連盟会長、山谷えり子幼児教育議員連盟副会長、

橋本聖子幼児教育議員連盟副会長、丹羽秀樹幼児教育議員連盟事務局長からご祝辞をいただき、幼

児教育の振興や充実にかかるご挨拶をいただき、山本順三全日私幼Ｐ連副会長（参議院議員）から

閉式の辞が述べられ第一部が終了した。第二部の記念講演では、「料理して食べること」をテーマ

に、おいしいもの研究所代表、料理研究家の土井善晴氏にご講演いただき、盛会のうちに大会が終

了した。 

 

 

５．その他、必要な事業 

能登半島地震を受け、本ＰＴＡ連合会として全日本私立幼稚園連合会と連携し、義援金活動をは

じめ被災された家庭、幼稚園、地域の復興支援へ全力で取り組んだ。今後も、家庭、幼稚園、地域

の復興支援に向け、協力できることに積極的に取り組んでいくこととする。 

なおガバナンスの強化として、会計の透明化を実行し、外部監事の招請、顧問会計士・顧問税理

士による決算書の作成並びにクラウド会計の導入等、各種改革をひとつずつ確実に実行に移し全日

本私立幼稚園連合会と共にガバナンス強化に向け誠心誠意対応しているところである。 

 

 

以  上 


